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Abstract：A clinicostatistical analysis was conducted of 497 patients with maxillofacial fractures at the 
Oral and Maxillofacial Surgery Unit, Niigata University Medical and Dental Hospital from 1975 to 2006. 
The results were as follows;
１. The number of patients has decreased over time, while the number of elderly patients has increased. 
Falling or slipping was the most frequent cause of fractures in the elderly patients.
２. The number of patients injured by an accident at work or a traffic accident has decreased significantly.
３. The incidence of referred patients presenting at the hospital within two weeks after injury has remained 
relatively high.
４. The incidence of open reduction and fixation has recently increased.  The majority of patients had a 
good prognosis after treatment.
５．It is predicted that the ratio of the elderly patient will increase relatively rapidly in the near future 
due to the aging society and it is necessary for oral surgeons to carefully consider the characteristics of 
elderly patients in order to achieve the optimal management of oral and maxillofacial fractures.

抄録：　当科が開設した 1974 年から 2006 年までの 32 年間に新潟大学医歯学総合病院・顎顔面外科診療室を受診し
た顎骨骨折患者 497 例の臨床統計的検討を行い，以下の結果を得た。
　１. 症例数は近年減少傾向を示したが，高齢者数は増加していた。高齢者の受傷原因は転倒転落によるものが多く

を占めていた。
　２. 交通事故，作業事故による受傷者数の減少が著明であった。
　３. 受傷後早期に紹介来院している患者の割合が高かった。
　４. 治療法については近年観血的整復固定術の割合が上昇していた。予後は良好例が各期間を通じて大多数を占めていた。
　５. 今後のさらなる高齢化に伴い高齢患者の割合が増加することが予想され，高齢者の特徴に配慮した対応策を検

討しておく必要があると思われた。
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【緒　　　言】

　顎骨骨折は口腔外科領域の主要な疾患のひとつで，そ
の診断，治療に口腔外科医が果たす役割は大きい。骨折
の頻度や原因は戦争や交通事情などその社会状況をよく
反映するといわれている 1）が，短期間の統計ではこれ
らを把握することは困難である。今回，顎骨骨折症例の
変遷を把握するとともにその動向に沿った今後の適切な
対応を模索する目的で，過去 32 年間に経験した症例に
ついて臨床統計的に検討したので報告する。

【対象と方法】

　対象は当科開設の 1974 年 12 月から 2006 年 11 月まで
の 32 年間に，新潟大学医歯学総合病院口腔外科・顎顔
面外科診療室（1974 年４月から 2002 年３月は新潟大学
歯学部附属病院第２口腔外科）を受診した歯槽骨単独骨
折および病的骨折を除く顎骨骨折症例である。調査項目
は年度別症例数，年齢，性別，受傷原因，来院までの期
間，初診医療機関，受傷部位，合併症，治療法，予後と
し，受診状況の変化を把握するために，便宜的に初期（既
に報告した 1974 年から 1983 年まで 2）），中期（1984 年
から 1993 年まで），後期（1994 年から 2006 年まで）と
３期に分けて臨床統計的に比較検討を行った。また，年
度別症例数，受傷原因については各期間における１年あ
たりの平均値について t 検定（有意差：P ＜ 0.05）を行っ
た。なお，予後に関しては，初期のデータは保存されて
いないため，中期および後期のみについて検討を行い，
異常治癒経過（偽関節形成，不正癒合等）を認めないも
のを経過良好例とした。

【結　　　果】

１．各期間別症例数および性差（図１）
　対象期間中の顎骨骨折の総数は 497 例であった。この
うち初期が 200 例，中期が 180 例，後期が 117 例と症例
数は近年減少傾向を示し，初期と後期，中期と後期の年
間平均患者数の間に有意な差が認められた。性別では男
性が 370 例（74.4％），女性が 127 例（25.6％）であり，
男女比は 2.9：１であった。各期間における男女比は，
初期が 4.4：１，中期が 2.5：１，後期で２：１と後期に
なるにしたがい女性の比率が増加していた。
２．年齢別症例数（図２）
　年齢別症例数は 10 歳代が初期 53 例（26.5％），中期
46 例（25.6％），後期 31 例（26.7％）と各期間において
最多を占めており，割合でも大きな変化はなかった。ま
た，10 歳以上 30 歳未満の青壮年層でみても初期 98 例

図１：年度別症例数

図２：年齢別症例数

図３：原因別症例数

図４：受傷から来院までの期間



－ 51 －

小山　貴寛　ほか 51

期 26 例（74.3％）といずれの時期においても多くを占め，
部位は頬骨が最多であった。
８．治療法（図７，表３）
　治療法は，非観血的整復固定術が初期 124 例（62％），
中期 112 例（62.2％）と高い割合で行われていたが，後
期になると減少していた。これに対し，観血的整復固定
術は後期で 48 例（41％）と前期 40 例（20％），中期 43
例（24％）に比べ，約２倍の頻度で行われていた。
９．予後
　予後は，中期，後期とも経過良好例が 98.3％と高い割
合であった。異常治癒経過の内容は，すべて偽関節形成
であった。原因として中期ではいずれも非観血的整復固
定術後の感染，後期では非観血的整復固定術後の感染が
１例，診療拒否が１例であった。

【考　　　察】

　今回，32 年間という長期にわたる顎骨骨折患者の臨
床統計的検討を行った。従来の顎骨骨折に関する臨床統
計は，５～ 25 年ほどの期間であり 2-16，17-20），30 年を超
えるものはみられない。骨折の頻度や原因は戦争や交
通事情などその社会状況をよく反映するといわれてお
り 1），このような長期間の臨床統計的検討は，時代の変
遷に伴う疾病構造および医療環境の変化を捉え，今後の
予測を行ううえで，意義深いものと言える。
　対象期間中の症例数は，多少の増減を認めたものの後
期になるに従い減少していた。この点に関しては山本
ら 19）も同様の傾向であると報告している。年齢別頻度
では，10 歳代と 20 歳代を合わせると，ほぼ半数を占め
ており，他の報告 2-4，6-9，11-16，17，18，20）と同様であった。
しかし近年，60 歳以上の高齢者が受診する割合の増加
も報告されており 5，6，11，14），本報告でも初期 33 例（5.0％），
中期 12 例（6.7％），後期 21 例（18.1％）と時期が進む
につれて増加していた。総務省統計局ホームページによ
れば，60 歳以上の人口の比率が 1975 年では 11.7％であっ

（49.0％），中期 90 例（50.0％），後期 58 例（49.0％）と
各期間でほぼ半数を占めていた。症例数はほぼすべての
年齢層で時期が進むにつれて減少していたが，60 歳以
上の高齢者は初期 10 例（5.0％），中期 12 例（6.7％），
後期 21 例（18.1％）と後期に増加していた。
３．受傷原因（図３）
　受傷原因は，交通事故が初期 89 例（44.5％），中期で
80 例（44.4％）と最も多かったが，後期になると 21 例

（18.1％）と実数，割合ともに減少しており，作業事故
も同様の傾向を示した。このうち交通事故では初期と後
期および中期と後期で，また作業事故では各期間すべて
で有意な差が認められた。転倒転落，スポーツおよび殴
打の症例はほぼ横ばいであったが，転倒転落では中期か
ら後期において，高齢者の占める割合が 11.4％から
35.6％（高齢者の受傷原因の 76.2％）に増加していた。
４．受傷から来院までの期間（図４）
　来院までの期間は，受傷後 2 週間以内が初期 143 例

（71.5％），中期 154 例（85.6％），後期 97 例（83.7％）で
あり，各期で新鮮例が多数を占めていた。
５．初診医療機関（表１）
　初診医療機関は，医科各科が初期 125 例（62.5％），
中期 156 例（86.7％），後期 78 例（67.2％）と各期間を
通して最も多かった。次いで他歯科医療機関でそれぞれ
44 例（22.0％），20 例（11.1％），30 例（25.9％）で，当
科を直接受診していた症例は，それぞれ 31 例（15.5％），
4 例（2.2％），８例（6.9％）であった。
６．受傷部位別頻度（図５）
　受傷部位は，下顎骨骨折が初期 155 例（77.5％），中
期 138 例（76.7％），後期 91 例（78.4％）と各期間で最
も多くを占めていた。なお，下顎骨骨折，上顎骨骨折，
上下顎骨骨折の占める割合に大きな変動はなかった。
７．受傷時合併症（図６，表２）
　合併症の頻度は，骨折部位別にみると各期で，上下顎
骨骨折に伴うものが最も多かった。合併症としては，他
部骨折が初期 45 例（73.8％），中期 57 例（72.2％），後

表 1：初診医療機関
初期（1974 － 1983） 中期（1984 － 1993） 後期（1994 － 2006）

医療機関 症例数 割合 症例数 割合 症例数 割合

歯科 当科  31 15.5％   4  2.2％  8  6.9％
他歯科  44 22.0％  20 11.1％ 30 25.9％

医科

整形外科  38 19.0％  55 30.6％ 16 13.8％
外科  50 25.0％  45 25.0％ 10  8.6％
救急   0 0.0％  21 11.7％ 32 27.6％

脳外科  20 10.0％  13  7.2％  8  6.9％
内科   3 1.5％  12  6.7％  3  2.6％

形成外科   2 1.0％   5  2.8％  1  0.9％
耳鼻科  10 5.0％   1  0.6％  6  5.2％
その他   2 1.0％   4  2.2％  2  1.8％

医科合計 125 62.5％ 156 86.7％ 78 67.2％
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表２：合併症（重複あり）
初期（1974 － 1983） 中期（1984 － 1993） 後期（1994 － 2006）

症例数 割合 症例数 割合 症例数 割合
他部骨折 45 73.8％ 57 72.2％ 26 74.3％
脳挫傷 11 18.0％  4  5.1％  3  8.6％

脳神経損傷  0  0.0％  3  3.8％  0  0.0％
頭蓋内気腫  0  0.0％  1  1.3％  0  0.0％

肺損傷  2  3.3％  1  1.3％  2  5.7％
気胸  1  1.6％  2  2.5％  1  2.9％

腕神経損傷  0  0.0％  2  2.5％  0  0.0％
肝損傷  2  3.3％  0  0.0％  0  0.0％
血胸  0  0.0％  1  1.3％  0  0.0％

硬膜外血腫  0  0.0％  1  1.3％  0  0.0％
腹部損傷  0  0.0％  1  1.3％  1  2.9％
髄液漏  0  0.0％  1  1.3％  1  2.9％

硬膜外出血  0  0.0％  3  3.8％  0  0.0％
硬膜下血腫  0  0.0％  0  0.0％  1  2.9％
頚髄損傷  0  0.0％  1  1.3％  0  0.0％
眼球損傷  0  0.0％  1  1.3％  0  0.0％

表３：治療法詳細（重複あり）
初期（1974 ～ 1983） 中期（1984 ～ 1994） 後期（1994 ～ 2006）

顎内固定法

骨縫合  21   9  0
プレート
スクリュー
システム

A-O プレート   4  16  1
チタンプレート   0  25 41
吸収性プレート   0   0  1
スクリュー   0   1  0

Kirschner 鋼線  15   2  0

副子固定法

歯牙結紮法  80  12  5
線副子法 108 109 54
床副子法  13  32 13
DBS   1  13 23

顎外固定法 オトガイ帽装置  32  28 16
頭帽口外桿装置   3   3  0

図５：受傷部位別頻度

図６：合併症を伴う頻度

図７：治療法別頻度
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例が，初期では 71.5％であったものの，中期 85.6％，後
期83.7％と初期に比べ増加していた。この点に関しては，
他の報告 3，5-9，12-16）の 84.9％～ 95.8％とほぼ同様の傾向
を示しており，口腔外科における顎骨骨折への対応が周
知されてきた結果と思われる。地域医療機関との連携を
考察する目安の一つに紹介率があり 27），当院における
他医療機関・院内他科からの紹介患者についても初期
84.5％，中期 97.8％，後期で 93.1％と中期，後期でとも
に高く，他院 ･ 他科との連携が良好に行われているもの
と考えられた。
　治療法としては非観血的整復固定術が初期 124 例

（62％），中期 112 例（62.2％）でともに比較的高い割合
で行われていたが，後期では観血的整復固定術を行った
ものが 48 例（41％）と前期 40 例（20％），中期 43 例（24％）
に比べ，高い割合になっていた。
　予後は良好症例がほとんどを占めていたものの，少数
ではあったが，異常治癒経過も認められた。いずれも結
果的に偽関節を作っていたが，固定期間中骨折線上の重
度歯周炎からの感染および診療拒否のため十分な固定が
行えなかった症例であった。
　今後，歯の喪失や歯周疾患罹患率の高い高齢者の骨折
症例が増加すれば，難治症例が増加することも予想され，
患者の全身状態も含め個々の症例に対する十分な診断と
対応が必要になると思われた。

【結　　　語】

　当科が開設した 1974 年から 2006 年までの 32 年間に
新潟大学医歯学総合病院・顎顔面外科診療室を受診した
顎骨骨折患者 497 例の臨床統計的検討を行い，以下の結
果を得た。
　１．症例数は近年減少傾向を示したが，高齢者数は増
加していた。高齢者の受傷原因は転倒転落によるものが
多くを占めていた。
　２．交通事故，作業事故による受傷者数が減少していた。
　３．受傷後早期に紹介来院している患者の割合が高
かった。
　４．治療法については近年観血的整復固定術の割合が
上昇していた。予後は良好例が各期間を通じて大多数を
占めていた。
　５．今後のさらなる高齢化に伴い高齢者患者の割合が
増加することが予想され，高齢者の特徴に配慮した対応
策を検討しておく必要があると思われた。

　本論文の要旨は，第 61 回日本口腔科学会総会（2007
年 4 月 20 日，神戸）において発表した。

たものが，2005 年では 26.8％と倍増しており，このよ
うな社会状況の変化が一因となっているものと思われ
た。また，受傷原因は転倒転落によるものが後期で
76.2％と多くを占めていた。一般的に，高齢者は運動機
能が低下し転倒しやすくなること 21），防御姿勢 ･ 防御
反応が鈍くなることで顎顔面部の受傷機会が増すこと
21），さらに骨強度の低下で比較的軽微な外力でも骨折を
起こしやすくなること 10）から今後ますます症例数が増
加することが予想される。また，治療にあたっても，高
齢者では全身的な合併症を伴う頻度が増加する点 22），
骨質が弱くなり骨性治癒に時間を要する点23），歯の動揺・
喪失歯の増加など 24）により残存歯を目安とする整復，
固定が困難になる点など，種々の問題を有する可能性が
高いことから，今後の対応を考えておく必要があろう。
　受傷原因については，他の報告 2，3，5，7-9，11，12-15，17，19）

と同様に，交通事故が初期で 89 例（44.5％），中期で 80
例（44.4％）と最も多かった。しかし，後期になると，
21 例（18.1％）と著しく減少していた。重症例の例とし
て，交通事故による各期間の１年当たりの平均死者数を
警視庁ホームページより調査したところ，本統計におけ
る初期の平均が 9422 人，中期には 10334 人，後期は
8734 人と，事故発生数の増減は骨折症例数の変化ほど
大きいものではなかった。しかしこの期間中，1986 年
にシートベルト着用の義務化，1995 年にエアバック導
入開始，2005 年にはエアバックの普及率が新車の
99.0％に及ぶなど，安全装置の普及により，特に顎顔面
部への外傷が減少したものと思われた。この点に関して
は欧米でもシートベルトの効果についての報告がみら
れ，Perkins ら 25）によると，シートベルト着用の義務
化前に比べ義務化後で交通事故による顎顔面外傷の受傷
者数が 123 例から 68 例と有意に減少していた。また，
Pye ら 26）によれば，顔面外傷における症例数が 93 例か
ら 26 例へ有意に減少し，そのうち重症例は 10 例から 0
例に減少していた。
　作業事故については，初期 29 例（19.0％），中期 16
例（8.8％），後期２例（1.3％）と時期が進むにつれて減
少していた。労働安全情報センターホームページから，
休業 4 日以上を必要とした作業災害数について調べてみ
ると，本統計における初期の 1 年あたりの平均数が
325938 人であったものが，中期では 223548 人，後期で
は 140943 人と暫時減少しており，作業環境での安全対
策の結果，顎骨骨折などの重症例も減少したものと考え
られた。
　ただし，これらの考察に関しては，多施設での検討が
必要であり，症例数，性差，受傷原因などの真の傾向に
ついては，明確に言及することは難しく今後骨折症例の
全国的なモニタリングが必要であろう。
　受傷より来院までの期間は，受傷後 2 週間以内の新鮮
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